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	本研究では、改正健康増進法全面施行後の飲食店の禁煙割合をモニタリングし、実地調査から課題整理を行った。
	１）飲食店民間データベース調査では、令和7年5月、9月、12月の3時点で調査を行い、既存および新規飲食店の観点から禁煙店舗割合を算出した。また、令和2年4月から令和7年12月までの禁煙飲食店割合の経時推移をJoinpoint回帰分析により評価し、改正健康増進法全面施行後2～3年で禁煙飲食店割合の上昇の鈍化が生じていることが確認された。
	２）飲食店屋外および屋内の実地調査を実施した。屋外調査より、約半数の飲食店で標示がなく、屋内喫煙の証拠が認められた店舗でも同様であった。
	１）飲食店民間データベース調査
	飲食店民間データベースについて、Webスクレイピングツール（シルクスクリプト社）を使用して、令和7年5月、9月、12月の3時点における店舗情報の抽出を行った。
	令和7年12月の抽出結果について、既存飲食店、新規飲食店別に禁煙飲食店割合を集計した。開業年による禁煙飲食店の動向を確認するため、新規飲食店については開業年別にも集計した。既存飲食店は令和2年1月時点のデータがある飲食店と、新規飲食店は登録された開業年情報が令和2年4月2日以降の店舗と定義した。集計対象店舗は、食堂・レストラン、居酒屋・ダイニングバー、喫茶店・カフェ、バーの四業態とした。
	また、令和2年5月から令和7年12月までの集計値を用いて、Joinpint回帰モデルにより経年的変化を分析した。統計解析には、米国国立がん研究所のJoinpoint Trend Analysis Software Version 6.0.1を用いた。
	２）飲食店における受動喫煙防止対策実地調査
	飲食店民間データベースの令和7年10月時点で抽出した店舗を対象として、実地調査を行った。対象地区は、受動喫煙防止条例の実施状況、地域類似性、アクセスしやすさを考慮して、郵便番号レベルで4地区を選定した。各郵便番号レベルで100店舗を大きく上回る場合は、調査の実行可能性の観点から100店舗程度の範囲に限定した。対象地区は、受動喫煙防止条例により従業員数に応じた規制を設けている東京都23区（葛飾区128店舗）、令和7年4月より受動喫煙防止条例が全面施行された大阪府より路上喫煙禁止となった大阪市1地域（...
	調査項目は、従業員数（全従業員、推定20歳未満）、営業フロア数、客席数、個室数、店舗内構造（調理場、廊下、レジスペース、トイレ）、飲食サービス（食事の有無、アルコール飲料提供の有無）、調査時客数（全客、推定20歳未満）、喫煙環境標示（種類、場所）、喫煙室種別（推定）、喫煙状況（灰皿、吸い殻、匂い、紙巻きたばこ喫煙者の有無、加熱式たばこ喫煙者の有無）とした。喫煙状況のいずれかを認めた場合を屋内喫煙証拠ありと判断した。
	(倫理面への配慮)
	１）飲食店民間データベース調査
	改正健康増進法全面施行後の既存飲食店および新規飲食店の禁煙店割合は、令和5年度分担報告書において報告している令和5年12月時点での値と比べて、令和7年12月時点では、既存飲食店の全体で59.4%→62.5%、食堂・レストランで68.8%→72.5%、65.5%→67.3%、30.5%→32.9%、20.8%→21.8%と令和5年12月時点の0.5%程度増加していた。新規飲食店ではそれぞれ80.3%→78.2%、88.2%→87.7%、93.0%→93.2%、50.0%→47.1%、45.6%→45...
	改正健康増進法全面施行後の禁煙飲食店割合の推移として、2～3年後を境に、伸び率が大きく低下していた。改正健康増進法全面施行前の経済センサス基礎調査による推計では5年間で3割強の飲食店が新規飲食店であるとされている。そこで、令和2年4月から令和7年12月までの68カ月間で35%の飲食店が喫煙可能店舗と禁煙可能店舗で均等に入れ替わっていくとすると、禁煙飲食店割合は46%から64.9%に上昇することが期待される。令和7年12月時点の粗禁煙飲食店割合が66.1%となっており、概ね本集計値と一致する。近年の...
	２）飲食店における受動喫煙防止対策実地調査
	健康増進法において、喫煙専用室、喫煙可能室、喫煙目的室を設置する場合、施設の出入り口の見やすい箇所に対象となる設備が設置されている旨を、また、設備の出入り口の見やすい箇所に①対象となる設備である旨、②二十歳未満の者の立入りが禁止されている旨を記載した標識を掲示しなければならないことが定められている。しかしながら、地域悉皆的な屋外調査を実施した結果、半数の店舗で店舗内の喫煙環境に関する標示がなされていないことが確認された。本調査で確認された標識は標準的なものであり、記載事項に問題はみとめられなかった...
	歳未満の立入り禁止である旨を記載した標識の掲示は求められていないため、特定屋外喫煙場所用に製作、配布されている標識を飲食店が誤用している可能性がある。適切な標示は飲食店利用者が主体的に受動喫煙を避けるために必要な情報であり、適正な運用がなされるように、法令の啓発活動の徹底と監視・指導を厳格に行うなどの対応が重要である。
	研究班でのこれまでの調査から、保健所窓口における喫煙環境の確認や受動喫煙防止対策に関する情報提供が法令遵守を促す可能性を報告した（論文発表２）。令和2年度地域保健総合推進事業「保健所における喫煙対策の現状と課題～改正健康増進法への対応～」報告書では、改正健康増進法に伴う飲食店への対応は保健部門が行う場合が多いのに対し、飲食店の営業許可申請は食品衛生部門が行うことが多いことから、部門間での連携が重要である。
	本研究により、飲食店民間データベースの集計結果から、改正健康増進法全面施行後2～3年で禁煙飲食店割合の上昇は鈍化しているが、当初の想定範囲での飲食店禁煙化が進んでいるものと判断される。しかし、禁煙飲食店割合は十分に高いとは言えず、また、最低限度のルールである適切な標示が十分になされていない。引き続き、モニタリングを行い、法令遵守のための課題整理および政策提言が必要である。



